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令
和
２
年
改
正
と

令
和
３
年
改
正

　

個
人
情
報
保
護
法
が
、
令
和
２
年
と

令
和
３
年
に
そ
れ
ぞ
れ
改
正
さ
れ
た
こ

と
は
ご
存
じ
で
し
ょ
う
か
。
こ
と
し
４

　

も
っ
と
も
、
令
和
３
年
改
正
は
、
主

と
し
て
行
政
機
関
や
独
立
行
政
法
人
等

を
対
象
と
す
る
改
正
で
し
た
。
そ
の
た

め
、
事
業
者
を
想
定
読
者
と
す
る
本
稿

で
は
、
令
和
２
年
改
正
を
中
心
に
解
説

し
ま
す
。

令
和
２
年
改
正
の

背
景

　

平
成
27
年
に
現
行
法
が
成
立
し
た

際
、
情
報
通
信
技
術
の
進
展
等
に
鑑

み
、
施
行
後
３
年
ご
と
に
法
律
を
見
直

す
旨
の
規
定
が
お
か
れ
ま
し
た
。
こ
う

し
た
取
り
決
め
も
あ
り
、
令
和
２
年

（
現
行
法
が
施
行
さ
れ
た
平
成
29
年
か

ら
ち
ょ
う
ど
３
年
後
で
す
）
に
法
改
正

が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
法
改
正
の
背
景
と
し
て
、

個
人
情
報
保
護
委
員
会
は
次
の
５
点
を

掲
げ
て
い
ま
す
。

①
　
個
人
の
権
利
意
識
の
高
ま
り

② 
　
保
護
と
利
用
の
バ
ラ
ン
ス
の

推
進

③
　
国
際
的
な
制
度
調
和
・
連
携

④ 

　
海
外
事
業
者
や
個
人
情
報
の

越
境
対
応

⑤ 

　
Ａ
Ｉ
・
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
社
会

に
お
け
る
個
人
情
報
の
適
正
利

活
用
の
た
め
の
環
境
整
備

　

月
１
日
に
施
行
さ
れ
る
改
正
個
人
情
報

保
護
法
（
以
下
「
改
正
法
」
と
い
い
ま

す
）
は
、
こ
れ
ら
２
回
の
改
正
項
目
を

含
ん
だ
大
改
正
で
あ
り
、
利
活
用
に
関

す
る
条
項
が
盛
り
込
ま
れ
た
平
成
27
年

改
正
法
（
現
行
法
）
に
続
き
、
イ
ン
パ

ク
ト
を
与
え
る
改
正
で
す
。

　

こ
れ
ら
５
つ
の
背
景
は
、
今
回
の
法

改
正
で
ど
の
よ
う
に
反
映
さ
れ
た
の
で

し
ょ
う
か
。
全
体
像
を
俯
瞰
し
た
う
え

で
、
各
項
目
に
つ
い
て
確
認
し
て
い
き

ま
す
。

改
正
法
の

６
つ
の
柱

　

改
正
法
の
全
体
像
は
、
次
の
６
つ
の

内
容
に
分
類
で
き
ま
す
（
図
表
１
）。

改
正
内
容
は
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
が
、

ま
ず
は
全
体
像
を
理
解
す
る
こ
と
が
大

切
で
す
。

　

直
前
対
応
に
関
連
す
る
項
目
に
重
点

を
お
き
な
が
ら
、
６
つ
の
各
改
正
項
目

に
つ
い
て
整
理
し
ま
す
。

⑴
　
個
人
の
権
利
の
あ
り
方

　

個
人
の
権
利
意
識
の
高
ま
り
を
背
景

に
、
個
人
デ
ー
タ
に
関
す
る
個
人
の
請

求
権
が
拡
充
さ
れ
ま
す
。
保
有
個
人
デ

ー
タ
の
取
扱
い
な
ど
、
直
前
対
応
が
必

要
な
項
目
と
い
え
ま
す
。

①　
短
期
保
存
デ
ー
タ
の
取
扱
い
変
更

　

現
行
法
で
は
、
６
か
月
以
内
に
消
去

さ
れ
る
い
わ
ゆ
る
短
期
保
存
デ
ー
タ

は
、
開
示
等
の
対
象
と
な
る
「
保
有
個

人
デ
ー
タ
」
に
含
ま
れ
ま
せ
ん
で
し

た
。
し
か
し
、
改
正
法
に
よ
り
、
短
期

保
存
デ
ー
タ
も
保
有
個
人
デ
ー
タ
に
含

ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

４月１日から、改正個人情報保
護法が施行されます。改正法の
全体像を確認し、取り組むべき
直前対策を紹介します。

山城　尚嵩
STORIA法律事務所
弁護士

４月からの施行目前！
改正個人情報保護法の
ポイントと
中小企業に求められる
対応とは
４月１日から、改正個人情報保
護法が施行されます。改正法の
全体像を確認し、取り組むべき

中小企業に求められる
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そ
の
た
め
、
短
期
保
存
デ
ー
タ
を
前

提
と
し
た
運
用
を
行
な
う
企
業
は
、
見

直
し
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

②　
開
示
方
法
の
変
更

　

現
行
法
上
、
保
有
個
人
デ
ー
タ
の
開

示
方
法
は
書
面
を
原
則
と
し
、
本
人
が

書
面
以
外
を
希
望
し
て
も
事
業
者
が
最

終
決
定
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
改
正
法
に
よ
り
、
デ
ジ
タ

ル
デ
ー
タ
（
電
磁
的
記
録
）
で
の
提
供

を
含
め
、
本
人
が
開
示
方
法
を
指
定
で

き
る
よ
う
に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

③　
開
示
請
求
の
対
象
拡
充

　

ま
た
、
改
正
法
に
よ
り
、
本
人
が
事

業
者
に
対
し
て
行
な
う
開
示
請
求
の
対

象
も
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
従
前
は
対
象
に
含
ま

れ
て
い
な
か
っ
た
、
事
業
者
に
お
け
る

個
人
デ
ー
タ
の
第
三
者
提
供
記
録
が
含

ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

④　
利
用
停
止
等
の
要
件
緩
和

　

現
行
法
上
、
本
人
に
よ
る
、
保
有
個

人
デ
ー
タ
の
利
用
停
止
・
消
去
・
第
三

者
提
供
の
停
止
の
請
求
が
で
き
る
の

は
、
一
定
の
法
律
違
反
が
あ
る
場
合
に

限
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
今
回
の
改
正
で
は
、
法
律

違
反
の
場
合
に
限
ら
ず
、
個
人
の
権
利

ま
た
は
正
当
な
利
益
が
害
さ
れ
る
お
そ

れ
が
あ
る
場
合
に
は
、
利
用
停
止
等
の

請
求
が
で
き
る
よ
う
要
件
が
緩
和
さ
れ

ま
し
た
。

⑤　
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
規
制
の
強
化

　

個
人
デ
ー
タ
を
第
三
者
へ
提
供
す
る

際
に
は
、
原
則
と
し
て
本
人
の
同
意
を

得
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

一
方
、
法
は
、
本
人
の
求
め
が
あ
れ

ば
事
後
的
に
停
止
す
る
こ
と
を
前
提

に
、
提
供
す
る
個
人
デ
ー
タ
の
項
目
等

を
公
表
等
し
た
う
え
で
、
例
外
的
に
本

人
の
同
意
な
く
第
三
者
に
提
供
で
き
る

制
度
（
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
制
度
）
を
用
意

し
て
い
ま
す
。

　

現
行
法
に
お
い
て
、
オ
プ
ト
ア
ウ
ト

に
よ
り
第
三
者
提
供
で
き
な
い
情
報
は

要
配
慮
個
人
情
報
の
み
で
し
た
が
、
改

正
に
よ
り
、
不
正
取
得
さ
れ
た
個
人
デ

ー
タ
お
よ
び
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
規
定
に
基

づ
き
提
供
を
受
け
た
個
人
デ
ー
タ
も
、

オ
プ
ト
ア
ウ
ト
に
よ
り
第
三
者
提
供
で

き
な
い
情
報
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

⑵�

　
事
業
者
の
守
る
べ
き
責
務
の
あ
り

方
　

個
人
の
権
利
の
拡
充
と
併
せ
て
、
事

業
者
側
の
責
務
も
見
直
さ
れ
ま
す
。
該

当
す
る
事
業
者
は
、
対
応
が
必
要
に
な

り
ま
す
。

①　
公
表
事
項
の
拡
充

　

ま
ず
、
法
定
の
公
表
事
項
が
追
加
さ

れ
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
事
業
者
の
住

所
や
代
表
者
の
氏
名
、
安
全
管
理
措
置

図表１　令和２年改正法における主な改正項目
⑴　個人の権利のあり方
⃝�利用停止・消去等の個人の請求権について、不正取得等の一部
の法違反の場合に加えて、個人の権利または正当な利益が害さ
れるおそれがある場合にも要件を緩和する。
⃝�保有個人データの開示方法（※）について、電磁的記録の提供を
含め、本人が指示できるようにする。
（※）現行は、原則として、書面の交付による方法とされている。
⃝�個人データの授受に関する第三者提供記録について、本人が開
示請求できるようにする。
⃝�６か月以内に消去する短期保存データについて、保有個人データ
に含めることとし、開示、利用停止等の対象とする。
⃝�オプトアウト規定（※）により第三者に提供できる個人データの範
囲を限定し、①不正取得された個人データ、②オプトアウト規定
により提供された個人データについても対象外とする。
（※）本人の求めがあれば事後的に停止することを前提に、提供する個人
データの項目等を公表等したうえで、本人の同意なく第三者に個人データ
を提供できる制度。

⑵　事業者の守るべき責務のあり方
⃝�漏えい等が発生し、個人の権利利益を害するおそれがある場合（※）

に、委員会への報告および本人への通知を義務化する。
（※）一定数以上の個人データの漏えい、一定の類型に該当する場合に限定。
⃝�違法または不当な行為を助長する等の不適正な方法により個人
情報を利用してはならない旨を明確化する。
⑶　事業者による自主的な取組みを促す仕組みのあり方
⃝�認定団体制度について、現⾏制度（※）に加え、企業の特定分野（部
門）を対象とする団体を認定できるようにする。
（※）現行の認定団体は、対象事業者のすべての分野（部門）を対象とする。

⑷　データ利活用に関する施策のあり方
⃝�イノベーションを促進する観点から、氏名等を削除した「仮名加
工情報」を創設し、内部分析に限定する等を条件に、開示・利
用停止請求への対応等の義務を緩和する。
⃝�提供元では個人データに該当しないものの、提供先において個
人データとなることが想定される情報の第三者提供について、本
人同意が得られていること等の確認を義務付ける。
⑸　ペナルティのあり方
⃝�委員会による命令違反・委員会に対する虚偽報告等の法定刑を
引き上げる。
（※）命令違反：６か月以下の懲役または30万円以下の罰金

➡１年以下の懲役または100万円以下の罰金
虚偽報告等：30万円以下の罰金➡50万円以下の罰金

⃝�データベース等不正提供罪、委員会による命令違反の罰金につ
いて、法人と個人の資力格差等を勘案して、法人に対しては行為
者よりも罰金刑の最高額を引き上げる（法人重科）。
（※）個人と同額の罰金（50万円または30万円以下の罰金）

➡１億円以下の罰金

⑹　法の域外適用・越境移転のあり方
⃝�日本国内にある者に係る個人情報等を取り扱う外国事業者を、
罰則によって担保された報告徴収・命令の対象とする。
⃝�外国にある第三者への個人データの提供時に、移転先事業者に
おける個人情報の取扱いに関する本人への情報提供の充実等を
求める。

出所：個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律（概要）」
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た
め
、
単
に
氏
名
だ
け
を
削
除
し
た
よ

う
な
情
報
に
つ
い
て
は
、
匿
名
加
工
情

報
に
は
該
当
せ
ず
、
引
き
続
き
「
個
人

情
報
」
と
し
て
取
り
扱
う
必
要
が
あ
り

ま
し
た
。

　

も
っ
と
も
、「
氏
名
」
を
削
除
し
た

場
合
に
は
、
未
加
工
の
個
人
情
報
と
比

較
し
て
一
定
の
安
全
性
が
確
保
さ
れ
て

い
る
と
い
え
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
改
正
法
で
は
、
氏
名
等
の

個
人
を
識
別
で
き
る
記
述
等
を
削
除
し

た
情
報
を
「
仮
名
加
工
情
報
」
と
類
型

化
し
、
当
初
の
利
用
目
的
を
変
更
し
た

利
用
な
ど
、
一
定
の
柔
軟
な
内
部
利
用

が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

②　
個
人
関
連
情
報

　

Ｃ
ｏ
ｏ
ｋ
ｉ
ｅ
な
ど
を
活
用
す
る
ウ

ェ
ブ
業
界
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
の

が
、「
個
人
関
連
情
報
」
規
制
の
創
設

で
す
。

　

本
来
、
個
人
デ
ー
タ
を
第
三
者
提
供

す
る
場
合
に
は
、
本
人
の
同
意
を
得
て

行
な
う
の
が
原
則
で
す
。
し
か
し
、
Ｃ

ｏ
ｏ
ｋ
ｉ
ｅ
や
Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
、
閲
覧

履
歴
、
広
告
Ｉ
Ｄ
な
ど
の
情
報
（
以
下

「
Ｃ
ｏ
ｏ
ｋ
ｉ
ｅ
等
の
デ
ー
タ
」
と
い

い
ま
す
）
は
、
当
該
情
報
単
体
で
は
特

定
の
個
人
を
識
別
す
る
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
現
行
法
上
、

個
人
デ
ー
タ
に
該
当
し
な
い
Ｃ
ｏ
ｏ
ｋ

ｉ
ｅ
等
の
デ
ー
タ
の
提
供
に
あ
た
っ
て

③　
不
適
正
利
用
の
禁
止

　

現
行
法
に
お
い
て
も
、
個
人
情
報
の

不
適
正
な
「
取
得
」
が
禁
止
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
い
わ
ゆ
る
破
産
者
マ
ッ
プ
事

件
な
ど
を
経
て
、
改
正
法
で
は
新
た

に
、
不
適
正
な
「
利
用
」
も
明
文
で
禁

止
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

⑶�

　
事
業
者
に
よ
る
自
主
的
な
取
組
み

を
促
す
仕
組
み
の
あ
り
方

　

改
正
法
に
お
け
る
認
定
団
体
制
度
に

よ
り
、
企
業
の
特
定
分
野
（
部
門
）
を

対
象
と
す
る
団
体
を
認
定
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。
企
業
に
お
け
る
直
前

対
策
に
直
接
影
響
す
る
も
の
で
は
な
い

た
め
、
詳
細
は
割
愛
し
ま
す
。

⑷�

　
デ
ー
タ
利
活
用
に
関
す
る
施
策
の

あ
り
方

　

改
正
法
で
は
、
①
仮
名
加
工
情
報
、

②
個
人
関
連
情
報
と
い
う
新
た
な
情
報

類
型
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
対
応
の
要

否
は
企
業
に
よ
っ
て
様
々
で
す
が
、
デ

ー
タ
利
活
用
を
考
え
る
企
業
は
、
確
認

が
必
須
の
項
目
で
す
。

①　
仮
名
加
工
情
報

　

平
成
27
年
の
法
改
正
で
は
、
デ
ー
タ

利
活
用
の
観
点
か
ら
、
新
た
な
情
報
類

型
と
し
て
「
匿
名
加
工
情
報
」
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、
匿
名
加
工
情

報
に
該
当
す
る
た
め
に
は
、
法
お
よ
び

施
行
規
則
が
定
め
る
厳
格
な
加
工
水
準

を
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の

に
関
す
る
事
項
な
ど
が
法
定
の
公
表
事

項
に
追
加
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
信
用
ス
コ
ア
リ
ン
グ
な
ど
、

本
人
が
合
理
的
に
予
測
・
想
定
で
き
な

い
よ
う
な
利
用
を
行
な
う
場
合
に
は
、

本
人
が
当
該
取
扱
い
を
予
測
・
想
定
で

き
る
程
度
に
、
利
用
目
的
を
特
定
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
上
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

②　
漏
え
い
等
報
告

　

改
正
法
で
は
、
個
人
デ
ー
タ
の
漏
え

い
等
が
発
生
し
た
際
、
一
定
の
場
合

に
、
個
人
情
報
保
護
委
員
会
へ
の
報
告

お
よ
び
本
人
へ
の
通
知
を
行
な
う
こ
と

が
義
務
化
さ
れ
ま
し
た
（
現
行
法
で

は
、
漏
え
い
時
等
の
報
告
等
は
努
力
義

務
に
す
ぎ
ま
せ
ん
で
し
た
）。

　

報
告
等
が
義
務
化
さ
れ
た
の
は
、
一

定
の
重
大
な
類
型
に
つ
い
て
で
す
。
具

体
的
に
は
、
①
質
的
に
重
大
な
類
型
と

し
て
、
要
配
慮
個
人
情
報
や
財
産
的
被

害
が
発
生
し
得
る
個
人
デ
ー
タ
が
漏
え

い
す
る
ケ
ー
ス
、
②
量
的
に
重
大
な
類

型
と
し
て
、
漏
え
い
し
た
個
人
デ
ー
タ

の
数
が
１
０
０
０
を
超
え
る
よ
う
な
ケ

ー
ス
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
報
告
等
が

求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
報
告
の
方
法
も
、
速
報
と
確

報
に
分
け
て
行
な
う
こ
と
と
さ
れ
、
今

後
は
事
案
に
応
じ
て
速
や
か
な
対
応
が

求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

は
本
人
の
同
意
を
得
る
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

一
方
、
Ｃ
ｏ
ｏ
ｋ
ｉ
ｅ
等
の
デ
ー
タ

を
第
三
者
に
提
供
し
た
場
合
に
、
当
該

第
三
者
に
お
い
て
保
有
す
る
個
人
デ
ー

タ
と
、
取
得
し
た
Ｃ
ｏ
ｏ
ｋ
ｉ
ｅ
等
の

デ
ー
タ
を
紐
付
け
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

現
に
、
就
職
情
報
サ
イ
ト
の
提
供
事
業

者
が
、
就
活
生
ユ
ー
ザ
ー
の
閲
覧
履
歴

や
そ
れ
を
基
に
し
た
内
定
辞
退
率
ス
コ

ア
（
こ
れ
ら
は
単
体
で
は
個
人
情
報
で

は
あ
り
ま
せ
ん
）
を
、
求
人
企
業
に
対

し
、
求
人
企
業
が
個
人
デ
ー
タ
と
紐
付

け
て
利
用
す
る
こ
と
を
想
定
し
た
う
え

で
提
供
し
て
い
た
こ
と
が
問
題
視
さ
れ

た
こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
で
し
ょ
う

（
い
わ
ゆ
る
「
リ
ク
ナ
ビ
事
件
」）。

　

そ
こ
で
、
改
正
法
で
は
、
提
供
元
で

は
個
人
デ
ー
タ
に
該
当
し
な
い
Ｃ
ｏ
ｏ

ｋ
ｉ
ｅ
等
の
デ
ー
タ
（
個
人
関
連
情

報
）
が
、
提
供
先
に
お
い
て
個
人
デ
ー

タ
と
し
て
取
得
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ

る
と
き
は
、
提
供
元
か
ら
提
供
先
へ
の

提
供
に
先
立
ち
、
あ
ら
か
じ
め
提
供
先

に
お
い
て
本
人
の
同
意
を
得
る
こ
と
な

ど
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

⑸
　
ペ
ナ
ル
テ
ィ
の
あ
り
方

　

改
正
法
で
は
、
罰
則
の
法
定
刑
が
、

類
似
す
る
他
の
経
済
事
犯
と
同
等
の
レ

ベ
ル
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
法
人
に
つ
い
て
は
、
最
大
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１
億
円
以
下
の
罰
金
が
課
せ
ら
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

⑹�

　
法
の
域
外
適
用
・
越
境
移
転
の
あ

り
方

　

個
人
デ
ー
タ
が
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

な
ど
を
通
じ
て
グ
ロ
ー
バ
ル
に
取
り
扱

わ
れ
る
昨
今
の
状
況
に
鑑
み
、
外
国
に

あ
る
第
三
者
へ
の
個
人
デ
ー
タ
の
提
供

に
あ
た
っ
て
は
、
移
転
先
国
の
名
称
や

あ
た
り
、
複
数
社
の
個
人
情
報
保
護
体

制
の
整
備
に
携
わ
っ
て
い
ま
す
が
、
い

ず
れ
も
ま
ず
は
社
内
で
取
り
扱
う
個
人

デ
ー
タ
の
内
容
と
そ
の
取
扱
状
況
を
棚

卸
し
す
る
作
業
が
ス
タ
ー
ト
地
点
で

す
。
こ
れ
に
よ
り
、
ど
の
改
正
項
目
が

自
社
に
影
響
す
る
か
の
見
当
を
つ
け

て
、
効
率
的
に
作
業
を
進
め
る
こ
と
が

可
能
と
な
り
ま
す
。

　

特
に
把
握
し
て
お
く
べ
き
項
目
と
し

て
は
、

①　

法
定
の
公
表
事
項
の
確
認

②　

個
人
の
請
求
権
拡
充
へ
の
対
応

③　

個
人
関
連
情
報
の
取
扱
い

④�　

外
国
に
あ
る
第
三
者
へ
の
個
人
デ

ー
タ
の
提
供
の
有
無
・
状
況
の
確
認

な
ど
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑵
　
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
ポ
リ
シ
ー
の
改
訂

　

そ
の
う
え
で
、
多
く
の
企
業
で
着
手

す
る
必
要
が
あ
る
の
は
、
企
業
サ
イ
ト

に
掲
載
し
て
い
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
ポ
リ

シ
ー
の
改
訂
で
す
。

　

す
で
に
述
べ
た
と
お
り
、
今
回
の
改

正
で
は
、
事
業
者
に
よ
る
法
定
の
公
表

事
項
の
範
囲
が
広
く
な
り
ま
し
た
。
実

務
上
、
法
定
の
公
表
事
項
や
同
意
取
得

へ
の
対
応
は
、
企
業
サ
イ
ト
の
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
ポ
リ
シ
ー
で
行
な
う
の
が
一
般

的
で
す
。

　

そ
の
た
め
、
改
正
法
が
定
め
る
公
表

事
項
等
の
内
容
に
沿
っ
て
、
プ
ラ
イ
バ

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
制
度
の
有

無
等
、
本
人
に
対
す
る
情
報
提
供
を
行

な
う
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
外
国
で
個
人
デ
ー
タ
を
取
り

扱
っ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
外
国

の
個
人
情
報
保
護
制
度
を
把
握
し
て
お

く
こ
と
（
外
的
環
境
の
把
握
）
は
、
法

が
定
め
る
安
全
管
理
措
置
に
も
含
ま
れ

て
お
り
、
改
正
法
の
下
で
は
法
定
の
公

表
事
項
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
本
項
の
改
正
項
目
に
含

ま
れ
る
「
域
外
適
用
」
は
、
外
国

事
業
者
に
対
す
る
日
本
法
の
適
用

の
こ
と
で
あ
る
た
め
、
日
本
企
業

を
想
定
読
者
と
す
る
本
稿
の
解
説

か
ら
は
割
愛
し
ま
す
。

 「
い
ま
何
を
す
べ
き
か
」

改
正
法
施
行
の
直
前
対
応

　

そ
れ
で
は
、
い
ま
事
業
者
は
何

を
す
べ
き
で
し
ょ
う
か
。「
直
前

対
応
」
と
い
う
観
点
か
ら
、
最
重

要
の
作
業
項
目
を
以
下
に
ピ
ッ
ク

ア
ッ
プ
し
ま
し
た
（
図
表
２
）。 

⑴
　
取
扱
状
況
の
把
握

　

ま
ず
は
、
現
在
の
自
社
に
お
け

る
個
人
デ
ー
タ
の
取
扱
状
況
を
正

し
く
把
握
す
る
こ
と
が
出
発
点
と

な
り
ま
す
。

　

筆
者
は
現
在
、
改
正
法
施
行
に

シ
ー
ポ
リ
シ
ー
の
改
訂
を
検
討
す
る
こ

と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

⑶
　
内
部
規
定
・
社
内
体
制
の
整
備

　

ま
た
、
今
回
の
改
正
で
は
、
個
人
の

請
求
権
が
拡
充
さ
れ
、
開
示
方
法
や
開

示
対
象
が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
た

め
、
す
で
に
作
成
し
て
い
る
内
部
規
定

や
開
示
の
体
制
を
見
直
す
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

同
様
の
体
制
整
備
の
観
点
と
し
て

は
、
漏
え
い
等
発
生
時
の
報
告
等
の
体

制
、
個
人
関
連
情
報
の
提
供
や
外
国
に

あ
る
第
三
者
へ
の
個
人
デ
ー
タ
の
提
供

時
に
お
け
る
情
報
提
供
時
の
フ
ロ
ー
構

築
な
ど
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

＊
　
＊
　
＊

　

以
上
、
改
正
法
の
全
体
像
を
再
確
認

し
、
い
ま
行
な
う
べ
き
直
前
対
策
を
紹

介
し
ま
し
た
。
改
正
項
目
が
多
岐
に
わ

た
る
た
め
、「
も
う
間
に
合
わ
な
い
」

と
感
じ
た
事
業
者
も
少
な
く
な
い
か
も

し
れ
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
改
正
に
よ
る
法
定
刑
の
引

上
げ
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
個
人
デ
ー

タ
関
連
で
炎
上
が
相
次
ぐ
昨
今
の
情
勢

に
鑑
み
れ
ば
、
事
業
規
模
を
問
わ
ず
、

目
を
背
け
る
こ
と
は
で
き
な
い
改
正
事

項
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。
改
正
対
応
に

あ
た
っ
て
は
、
自
社
の
顧
問
弁
護
士
等

と
相
談
の
う
え
、
焦
ら
ず
に
順
次
対
応

し
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で
す
。　
　

や
ま
し
ろ
　
な
お
た
か　

Ａ
Ｉ
、
デ
ー
タ
の
利
活
用
に
関
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
構
築
・
法
的
助
言
・
契

約
交
渉
・
規
制
対
応
を
中
心
に
、Ｉ
Ｔ
系
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
法
律
問
題
全
般
を
広
く
取
り
扱
う
。

図表２　最優先で行なうべき改正法への直前対応

④�　外国にある第三者への個人デ
ータの提供の有無・状況の確認

①　法定の公表事項の確認

②　個人の請求権拡充への対応

③　個人関連情報の取扱い

⑴　取扱状況の把握 具体的な対応

⑶　内部規定・社内体制の整備
　•開示方法・開示対象の整備
　•漏えい等発生時の体制の整備
　•�個人関連情報の提供等のフロー
の整備

　•�外国第三者への個人データの提
供フローの整備　　　　　   等

⑵　プライバシーポリシーの改訂
　•法定の公表事項の確認
　•自社における公表内容の確認
　•取得すべき同意の確認　　   等
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